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　「
茨
城
県
・
桜
川
市
か
ら
の
災

害
見
舞
金
」
お
よ
び
「
日
本
赤
十

字
社
・
共
同
募
金
会
・
茨
城
県
か

ら
の
義
援
金
」
に
つ
い
て
は
、
申

請
期
限
が
、
い
ず
れ
も
本
年
３
月

30
日
（
金
）
ま
で
と
な
っ
て
い
ま

す
。

　「
被
災
者
生
活
再
建
支
援
制
度

に
よ
る
支
援
金
」
に
つ
い
て
は
、

住
宅
の
被
害
程
度
に
応
じ
て
支
給

す
る
支
援
金
（
基
礎
支
援
金
）
は
、

申
請
期
限
が
平
成
25
年
４
月
10
日

（
水
）、
ま
た
、
住
宅
の
再
建
方
法

に
応
じ
て
支
給
す
る
支
援
金
（
加

算
支
援
金
）
は
、
申
請
期
限
が
平

成
26
年
４
月
10
日
（
木
）
ま
で
と

な
り
ま
す
。

〈
対
象
被
害
お
よ
び
支
給
額
な
ど

に
つ
い
て
は
、
社
会
福
祉
課 

災

害
見
舞
金
・
義
援
金
担
当
も
し
く

は
、
広
報
さ
く
ら
が
わ
12
月
号
で

ご
確
認
く
だ
さ
い
。〉

　
見
舞
金
・
義
援
金
へ
の
申
請
に

は
市
が
発
行
す
る「
り
災
証
明
書
」

が
必
要
で
す
。

　
つ
き
ま
し
て
は
、
見
舞
金
・
義

援
金
を
申
請
す
る
た
め
に
は
、
必

ず
２
月
29
日
（
水
）
ま
で
に
「
り

災
証
明
書
」
の
申
請
を
さ
れ
る
よ

う
お
願
い
し
ま
す
。

　
２
月
29
日
以
降
に
、
り
災
証
明

書
の
申
請
を
し
た
場
合
、見
舞
金
・

義
援
金
の
申
請
期
限
ま
で
に
「
り

災
証
明
書
」
が
発
行
で
き
な
い
可

能
性
が
あ
り
ま
す
。

■
問
合
先
／ 

社
会
福
祉
課 

災
害

見
舞
金
・
義
援
金
担
当 

（
☎
58-

５
１
１
１
・
75-

３
１
１
１
、

内
線
２
３
１
２
・
２
３
１
５
）

国
税
・
地
方
税
の
軽
減
措
置

　
震
災
に
よ
り
被
害
を
受
け
ら
れ

た
方
は
、
所
得
税
な
ど
の
軽
減
・

免
除
を
受
け
る
こ
と
が
で
き
、
確

定
申
告
な
ど
の
手
続
を
行
う
こ
と

に
よ
り
、
税
金
の
還
付
を
受
け
る

こ
と
が
で
き
ま
す
。
ま
た
、
地
方

税
の
軽
減
措
置
な
ど
も
受
け
る
こ

と
が
で
き
ま
す
（
下
表
参
照
）。

　
軽
減
措
置
な
ど
を
受
け
る
た
め

に
は
、
手
続
き
が
必
要
と
な
る
場

農
地
を
相
続
し
た
と
き
は
農
業

委
員
会
に
届
出
が
必
要
で
す

　
農
地
法
が
改
正（
平
成
21
年
度
）

さ
れ
、
相
続
な
ど
に
よ
る
農
地
法

の
許
可
を
要
し
な
い
権
利
の
取
得

に
つ
い
て
は
、
農
業
委
員
会
に
そ

の
旨
の
届
出
を
し
な
け
れ
ば
な
り

ま
せ
ん
。

　
こ
の
届
出
に
よ
り
、
農
地
の
権

利
取
得
を
農
業
委
員
会
が
把
握

し
、
届
出
の
あ
っ
た
農
地
に
つ
い

合
も
あ
り
ま
す
。

■
問
合
先
／
〈
国
税
〉
下
館

税
務
署
（
☎
０
２
９
６-

24-

２
１
２
１
）、〈
地
方
税
〉
茨
城

県
税
務
課
（
☎
０
２
９-

３
０
１

-

２
４
１
４
）
ま
た
は
桜
川
市
税

務
課
（
☎
58-

５
１
１
１
・
75-

３
１
１
１
代
表
）

て
そ
の
利
用
を
促
す
た
め
の
あ
っ

せ
ん
な
ど
を
行
い
、
農
地
の
有
効

利
用
を
図
っ
て
ま
い
り
ま
す
。

　
　
　

農
地
の
利
用
権
設
定
（
未
相
続

農
地
等
）
に
は
同
意
書
を

　
未
相
続
農
地
・
共
有
農
地
に
対

す
る
利
用
権
の
設
定
に
は
、
下
表

の
関
係
相
続
人
等
の
同
意
が
必
要

で
す
。

■
問
合
先
／
農
業
委
員
会
事
務

局
（
☎
58-

５
１
１
１
・
75-

３
１
１
１
代
表
）

震
災
支
援
に
関
す
る
見
舞
金
な
ど
の

申
請
受
付
の
終
了
時
期

　
東
日
本
大
震
災
に
伴
う
住
宅
被
害
支
援
制
度
に
つ
い
て
は
、
既
に

広
報
さ
く
ら
が
わ
（
昨
年
12
月
１
日
号
）
で
掲
載
し
ま
し
た
。

　
今
回
は
、
申
請
受
付
の
終
了
時
期
に
つ
い
て
お
知
ら
せ
し
ま
す
。

＊
見
舞
金
・
義
援
金
／
平
成
24
年
３
月
30
日

＊
支
援
金
・
基
礎
支
援
金
／
平
成
25
年
４
月
10
日

　
　
　
　
・
加
算
支
援
金
／
平
成
26
年
４
月
10
日

 (

り
災
証
明
の
申
請
は
、
平
成
24
年
２
月
29
日
ま
で
に)

税制上の措置 概　　要 

県　税
不動産取得税
の軽減措置 

・ 耕作等が困難となった農用地に代わ
る農用地を取得した場合、不動産取
得税の軽減を受けることができます。

・ 警戒区域内にあった農用地に代わる
農用地を取得した場合、不動産取得
税の軽減を受けることができます。

市　税
個人住民税の
軽減措置 

住宅・家財等に損害を受けた方は、雑
損控除の適用により個人住民税の軽減
を受けることができます。

震
災
被
害
者
へ
の
税
の
軽
減
措
置

農
業
委
員
会
か
ら
の
お
知
ら
せ

地方税の軽減措置

利用権設定年数 同意の割合

５年未満

関係相続人の

２分の１以上の

同意

５年以上
関係相続人全員の

同意

　
東
日
本
大
震
災
に
よ
り
被
害
を
受
け
ら
れ
た
方
は
、
税
の
軽
減
な

ど
の
措
置
が
受
け
ら
れ
ま
す
。


